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シリーズ：国立大学法人化

連載「国立大学の独立法人化を考える」　―第２回　大学の問題点はどこにあったのか―

浦山　毅 （共立出版編集部）

　大学人にとっても社会人にとっても、その必要性が
認識されていた大学改革。どういう形に改めるべきかに
ついては理想論も含めて多くの意見が提案されたが、で
は改める前の大学のどこにどういう問題があったのかに
ついてはきちんとした分析がなされているとはいいがた
い。よくいわれることだが、現在の大学は本当に、教授
会が権威化しすぎている、組織が硬直化しすぎている、
補助金・研究費の配分がずさん、国際競争力に乏しい、
閉鎖的すぎる、社会への還元がない、のだろうか。ひと
つずつ検証してみよう。
<1> 教授会の権威化？　　　今回の法人化で、大学が、
教授会による自治運営から、学外者を含む役員会・経営
協議会による運営へと切り替わる。「自治の喪失」を法
人化反対の最大の理由にあげた論客は多かったが、では
自治とは何かと問われるとよくわからないのが実状であ
る。よくマスコミが好んで用いる「表現の自由」の“自
由”と同じような意味で“自治”という言葉が使われて
いるのかもしれないが、教授会に、ある種の「自浄作用」
が働かなかったことが一つの問題点ではなかろうか。
　自分の研究内容を他人にとやかく言われるのは気分を
害されるが、大学全体あるいは学問全体を見渡して、教
授会がお互いの研究内容や進捗状況を報告しあい、閉塞
状況にあると感じた教授はみずからを反省して軌道修正
を自発的に申し出たり、まちがった方向に進みつつある
人にはそれをやめるよう勧告できるといったような自浄
作用は無理だろうか。
　教授の権限は強大で、一部では教室員の人事から個人
の生活まで教授の自由にしていたというゴシップ記事が
ときどき週刊誌を飾る。そういう教室内には“自治”は
存在していない。もちろん、それは一部の教授の横暴と
もいえる行為であって、大部分の教授はそれこそ身を粉
にして教室内をまとめる努力をされていたとは思う。だ
が、学閥が横行しすぎて教授会が一部の集団に乗っ取ら
れたり、教授どうしがお互いの不正行為を黙殺しあった
りして、まったく機能不全に陥っていた教授会もあった
と聞く。
　法人法には教授会の位置づけは定められていないが、
誰かが「私立大学でよく起きる教授会と理事会の対立の
図式が持ち込まれる可能性がある」と書いていた。すべ
ては経営が優先し、教育や研究は二の次になることを危
惧しての発言だと思うが、法人化でそうなる大学が出て
くる可能性がないとはいえない。
<2> 組織の硬直化？　　　大学の運営に関してはさまざ
まな規制があって、何かをやろうと思ってもすぐには対
応できないほど組織や規則が硬直化していたのは、おそ
らく確かだろう。1991 年の大学設置基準の大綱化（い
わゆる緩和）によってさえ、やっとカリキュラム編成が
自由になり、一般課程と専門課程の壁が撤去され、それ
に伴い教養課程や教養部が廃止された程度である。
　法人化によって、学長の権限が強化され、たとえば学
科の統廃合が容易に実現できるといわれている。命令系
統が単純化し周囲の状況変化にすぐ対応できる体制とな
ることは好ましいことだが、一方で学長の采配が大学の
個性、ひいては大学の存続にまで影響を及ぼしかねない。
一部には「大学が学長に乗っ取られる」といったヒステ

リー的な批判も聞かれる。
　権力の一極集中化は、ある意味では危険だが、いざ
というときに自浄作用が働くように非常弁を設けておけ
ば、あとは学長をはじめとする大学のリーダーの裁量に
すべてを任せてしまってもよいのではないかと私は思っ
ている。ただ、その学長でさえ文部科学省にお伺いを立
てて判断を仰がなければならないとしたら、それは中途
半端な制度と言わざるをえない。国は、金は出すけど口
は出さない、といった太っ腹な気持ちでいられないのだ
ろうか。
　ところで、日本には昔からまちがった平等主義がはび
こっている。「誰でも等しく教育を受ける権利」といっ
たような最低限の平等はぜひ必要だが、人より秀でた能
力を生かし切れない制度などは悪平等の典型である。で
きる人には、能力に応じておおいに活躍してほしい。特
権を与えて、できる人が動きやすい環境をつくることは
とても重要なことである。
　ここまで書いてきながら、じつは私には大学の組織の
硬直化といわれるものの実態がいまいちよくわかってい
ない。意志決定に長時間を要するといったことだけでな
く、おそらく教員人事・職員人事のもどかしさ、諸会議
の多さ・複雑さ、雑用の多さなど、現場でしかわからな
いことが数多く存在しているのではないかと想像する。
このあたりのことは、ぜひ現場の人からのご発言をお願
いしたい。
　とくに、教員を除く大学職員の方々は何をしておられ
るのだろうか。どこかで「国への大学補助金の陳情も大
きな仕事である」というくだりを読んだことがあるが、
実際にどういう仕事をされているのかよくわからない。
まさか、事務処理だけではあるまい。いま、民間企業内
でもっともリストラの対象となっている部署は、比較的
オートメーション化しやすい総務・事務部門である。こ
れからは大学も減量経営を迫られるだけに、職員の役割
というものが注目されるようになるだろう。
<3> 補助金・研究費の配分がずさん？　　　補助金の配
分について、本当にずさんかどうか私は知らない。しか
し、いろんなところでそういう声を耳にする。私が学生
当時、筑波大学には全補助金の半分が回され、その残り
のほとんどを東大を筆頭とする旧帝大で分けあい、その
他の大学にはわずかな額しか配分されない、とまことし
やかな噂が流れていた。事の真偽はわからないが。
　研究費については、配分の最終決定権は文部科学省に
あるわけだから、そこでの決定がずさんである、すなわ
ち適正に配分されていないということだろうか。だが、
文部科学省の役人が研究現場を十分に理解しているとは
思えないから、じつは研究者や学識経験者で構成され研
究費の配分を仮決定する会議（正式名称は知らない）で
の審議の仕方が、ずさんということなのだろうか。
　よくいわれることだが、そういう会議のメンバーに選
ばれるような人は、概して高齢で、研究者であればすで
に現場の第一線を退かれており、最先端の現状をほとん
ど知らない。あるいは、企業の中ですでにトップに登り
つめ、やはり現場や大学の現状をほとんど知らない。研
究者の中でも、政治が好き、権威が好き、話好きという
人が選ばれる傾向にあるというが、それは真実だろうか。
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　研究費は、現在進行中の研究に与えられるというより
も、その研究の少し先の将来性に投資されるものであろ
う。だが、どの研究に将来性が期待できるかは、現場の
最先端にいなければ感じ取れないはずである。つまり、
会議のメンバーを現場のリーダーに刷新し、真に将来
性の高い研究に多くを配分できるように考え直さない限
り、ずさんな配分は是正されないということではないか。
　じつは法人化後も、運営や研究を評価して補助金や研
究費の仮配分を決定する会議が存在する。もし、そのメ
ンバーの顔ぶれが現在の会議とそれほど大きく変わらな
いのだとしたら、やはり配分はずさんなまま、というこ
とになってしまうのではないか。
<4> 国際競争力に乏しい？　　　アメリカには、短期間
で業績をあげなければならないといった体質がある。必
要とあらば、多くの人と金を注ぎ込んで、目的に向かっ
て猪突猛進する。ライバルを蹴落とすためなら、手段を
講じないという徹底ぶりである。その行為が、ライバル
との適度な競争として働いているときには、本人も自然
とスキルアップし、作業も効率化して好成績をあげるこ
とができるが、それが度を越した場合には競争は消耗戦
に突入し、さまざまなトラブルが発生して当事者は身も
心もずたずたになる。
　この「競争原理」を日本が取り込んで成功したのが、
民間企業、とくにメーカー系の大手企業であった。法人
化で、国は大学にこうした競争原理を導入しようとして
いる。しかし、これはモノをつくる分野（工学や薬学；
民営化できる分野でもある）の、しかも研究には適用で
きても、生物学などの基礎科学の研究分野や教育といっ
たカテゴリーには、はっきり言ってなじまない。
　本当に日本が国際競争力に乏しいのかどうかはわから
ない。どこかで誰かが「日本にも立派に世界のトップで
競争を繰り広げている研究者がいる」と書いていたのを
読んだことがある。つまり、日本人はけっして劣ってい
るのではなく、むしろ劣っているのは日本国（の制度）
ということではなかろうか。あくまで国際競争をしてい
るのは、人であって大学ではない。日本人にはどうして
も人でなく大学を、しかも平均点で評価してしまうとい
う悪い癖があるようなので、正しい目で物事を見つめて
いくためのいっそうの努力が必要であろう。
　これも誰かが言っていたことだが、「基礎科学は研究
目標を先験的に決定することが元来不可能」である。基
礎科学の分野では、最初から結果がわかっているよう
なつまらないアプローチの仕方はしない。とすれば、法
人化で評価を行なうために最初に目標を立てさせること
は、逆に基礎科学自体の幅をせばめる、ひいては否定す
ることにつながりはしないだろうか。先にあげたモノを
つくる分野では目標を立てることは可能だろうが、基礎
科学では無理な注文なのである。
　「無駄の効用」という言葉がある。一見、無駄と思え
る研究を行なえる「ゆとり」が基礎研究には必要である。
もちろん、本当の無駄とそうでない無駄とは、研究者自
身が区別をつけなければならない。本人が判断できなけ
れば、教授会のような組織が一種の自浄作用を働かせて
本当の無駄を排除していかなければなるまい。そのふる
いにかけられた研究こそ、独創的な研究とよべるものな
のではないだろうか。
<5> 閉鎖的すぎる？　　　閉鎖的というのは、おそらく
学外（他大学、他研究機関、民間企業など）との共同研究・
人事交流がほどんどない状況を指していると思われる。
これはたぶん、対等な共同研究を苦手と感じる日本人の
体質が影響している。海外の研究者との「人事交流」と
よばれるものは昔からあったが、実態は最先端の技術を

学ばせるために若手研究者を派遣しているにすぎなかっ
た。だが最近は、世界の最先端で活躍する日本人研究者
もふえてきたことから、逆に海外から若手を引き受ける
立場に変わってきている。そういう意味でも、共同研究・
人事交流を考え直す時期に来ていることは確かだろう。
　それに加えて、そろそろ日本でも、積極的に職場（研
究環境）を変わるという行為を蔑視せず、むしろ積極的
な活動と位置づけるべき時期に来ているのではないだろ
うか。昔から日本には「職場を変わる人は人間関係がう
まく築けない失格者」という烙印を押したがる悪い癖が
あった。スタンフォード大学では年に約7％（100人以上）
の人間が入れ替わるというが、教授のポストでさえ永久
職と考えず、さらなる発展を求めてどんどん職場を変わ
る、あるいは積極的に教室の雰囲気を変える必要がある
のかもしれない。
<6> 社会への還元がない？　　　上記と関係することだ
が、社会に対する大学の閉鎖性として、民間企業との共
同研究や国民への知識の還元が行なわれていないという
指摘がある。国立大学法人の業務（連載第１回 <5> 参照）
の中には、この閉鎖性を意識した記述がある。「学外者
から委託を受け共同で研究すること、学外者と連携して
教育研究すること、研究成果の普及や活用促進に努める
こと、公開講座などを通して国民に学習の機会を提供す
ること」がそれだ。
　民間企業との共同研究に関しては、もともと大学と企
業のあいだに認識の差があって、目的に到達するまでの
情報はすべて公開すべきだと考える大学と、あくまで秘
密あるいは特許としたい企業とのあいだには、つねに軋
轢がある。費用に関しても、税金と私費との線引きがつ
ねに問題になる。また、国家公務員が企業の役職を兼務
するとか、逆に企業人が大学生に教えようとすると、そ
こには越えがたい規制の壁が存在している。
　研究成果の活用に関しては、大学の地域貢献の例とし
て、ある新聞が広島大学のケースを取り上げていた。広
島大学では地元から問題を提供してもらい、解決案を無
償で提供する試みを始めたという。まだ始まったばかり
で成否のほどは不明だが、大学が地域に溶け込む努力を
しなければならない時代になったということだろう。
　筑波大学のうたい文句だった「開かれた大学」という
のも、たぶん閉鎖性を意識してつくられた言葉だろう。
だが、その解消策として地域住民への公開講座を考えた
かどうかは知らない。そもそも、「開く」というのはど
ういう行為を指して言うのか。そして、誰に対して「開
く」のか。
　大学院も変化してきており、来年から法科大学院（ロー
スクール）をはじめとする専門職大学院があちこちでス
タートする。大学院が、研究者の養成から、高度な専門
職業人の育成へシフトし出した結果である。筑波大学も、
すべての教員を博士課程大学院、専門職大学院、付置研
究所のいずれかに所属させるという。ドイツではすでに
大学自体が、理論や基礎研究を行なう「総合大学」と、
実学、即戦力、企業からのテーマを主に研究する「専門
大学」に分かれているらしい。
　社会の中での大学の役割。それを考えることこそ、社
会への還元の「答」を見つける唯一の手段かもしれない。
国民が大学に何を求めているか。国民が大学生に何を期
待しているか。まちがっても、学生（高校生）が本学に
何を求めているかなどと狭量な了見で大学を考えてはい
けない。むしろ、本学を出た学生が社会の中できちんと
活躍できるか、社会に出て恥ずかしくない社会人に育て
ることができるかを優先して考えるべきである。
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